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ロシア連邦連邦国境警備庁とその改革（その3）

【論説】

小川哲也

ロシア連邦連邦国東警備庁とその改革（その1）

1．ソ連邦の解体とロシア連邦連邦国境警備庁の設置
2．連邦国境警備庁の改革と国境警備機関
（1）国境守備機関（opraHもIIlOrpaH椚HO益cTPaXII）

（2）機動機関（0ⅠTepaTHEHHeOpraHもⅠ）

（3　国境監督機関（opraHも川Orpa讐ⅦOIT）KOHTPOJI5I）

（Ll）海洋警備機関（opraHHMOpCttOnOXpaHIJ）

3．慢性的予算不足とその対応施策
（1）国境税の導入
（2）水性生物資源保護基金

以上　海上保安大学校50周年記念論文集

ロシア連邦連邦国境警備庁とその改革（その2）

4．連邦国境警備庁の法保護機関機能
（1）行政反則および行政反則手続関係
a）国境警備（出入国管理機能）関係
b）海洋生物資源保護関係
C）2001年ロシア連邦行政反則法典
（2）刑法犯罪および刑事訴訟手続関係
a）国境警備（出入国管理機能）関係
b）海洋生物資源保護関係
C）海上における統一的犯罪捜査取調機関
d）2001年ロシア連邦刑事訴訟法典
e）機動探索活動関係
f）検察官監察

以上　研究報告第47巻第1号

ロシア連邦連邦国境警備庁とその改革（その3）

5．連邦国境警備庁による武器の使用
（1）国境法に基づく武器使用
（2）現行法令における武器使用とその特徴
a）武器の利用
b）犯罪実行容疑者の逮捕に際しての武器の使用
（3）国境法に基づく武器使用についての政府決定
（4）大陸棚法および排他的経済水域法に基づく武器の使用
6．連邦国境警備庁と海賊対策
（1）ロシアにおける海賊被害の現状とその背景
（2）海賊対策法令と主管官庁
a）行政監督機関としての運輸省海運局
b）テロ対策の一環としての海賊対策
C）海賊行為に対する処罰規定
（3）国際協力の必要性

以上　本稿
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5．連邦国境警備庁による武器の任用

連邦国境警備庁による武器の使用に関して極東水域では、同庁誕生直後の

1994年から1996年にかけて漁業取締の中で警備艦艇が日本漁船、中国漁船等

に対して約60回もの武器の使用を行い、人的犠牲も生じていた1。最近は違反

の主体が外国船からロシア船に移っているが、現在も危害射撃までの武器使用

という厳しい取締が行われている。同庁の2000年業務戦闘活動成果によれば2、

この年に極東水域では33件の密漁船追跡事件があり、その内の10件で武器が

使用されていた。また、2001年2月には当初は国籍不明船として逃走劇を演じ

た「STM－17」号と「AljbatroslOl」号という2隻のロシア漁船が国境警備庁の

艦艇および航空機によって追跡銃撃される事件が相次いで起き、極東での密漁

問題等とも関連してロシア国内でも大きく取り上げられた。以下、連邦国境警

備庁によるこうした武器使用の法的規制の状況を見てみることにする。

（l）国境法に基づく武器の使用

連邦国境警備庁の機関および軍、いわゆる国境警備隊による武器等の使用に

ついては、ソ連邦時代の1960年8月5日付ソ連邦国境警備規程（noJ10XeH班eO6

0ⅩpaHeIt）Cy只apCTt脚注HO益rpaHHIIHCox）3aCCP）3第39条、その後の1982年

11月24日付ソ連邦国境法（3amHOrOCyAapCTBeHHO最IPaHH岬CCCPい第

36条〔ソ連邦国境の防護に際しての武器（opy蹴署e）および兵器（あeBa兄

TeXHKHa）の使用〕、そして現行の1993年4月29日付ロシア連邦国境法（3aHOH

oIt）CyAapCTBeHHO益rpaHHWPoccI王ficRO孟◎eEepaIlmt）5第35条（武器の使

用）および第36条〔特殊器具（crIe叩aTILHtJe Cpe月CTBa）の使用〕、ならびに

1995年11月30日付ロシア連邦大陸棚法第43条（保護機関役職員の確塵り第1

項第6号および1998年12月17日付ロシア連邦排他的経済水域法第36条（保

護機関役職員の権限）第1項第6号にその規定がある。

ソ連邦時代の1960年ソ連邦国境警備規程第39条および1982年ソ連邦国境症

第36条（ソ連邦国境の警備に際しての武器および兵器の使用）ならびに現行の

1993年4月29日付ロシア連邦国境法第35条（武器の使用）および第36条（特

殊器具の使用）は、国境の警備に際しての武器等の使用日的、その使用主体お

よび使用条件に関して以下のように規定している。

a）武器の使用主体
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①1960年ソ連邦国境警備規程第39条：

●　国境軍（陸上および海上の国境警備）

●　防空軍（空域国境の警備）〔第29条〕

②1982年ソ連邦国境法第36条（ソ連邦国境の警備に際しての武器および兵

器の使用）：

●　国境軍（陸上ならびに海上、河川、湖沼およびその他貯水池における国

境警備）

●　防空軍（空域における国境警備）〔第27条（国境軍および防空軍による

ソ連邦国境の警備）〕

●　ソ連邦国境の警備に際して必要な場合には、その他の種類のソ連邦軍の

武器および兵器が使用されうる。

③1993年ロシア連邦国境法第35条（武器および兵器の使用）：

●　国境軍（1996年11月29日付でロシア連邦連邦国境警備庁の機関および

軍に名称改正）（陸上、海上、河川、湖沼およびその他貯水池、国境通

過拠点における国境警備）〔第30条（ロシア連邦連邦国境警備庁の機関

および軍の権限）〕

・　防空軍（空域における国境の防衛）〔第31条（防空軍の権限）〕、

●　海軍（水面下における国境の防衛）〔第32条（海軍の権限）〕

●　国境の防護に動員されるその他の種類のロシア連邦軍、ロシア連邦のそ

の他の軍および軍組織の軍人は、本条の要求に従って武器および兵器を

使用することができる。

b）武器の使用日的および使用条件

①1960年ソ連邦国境警備規程第39条：国境軍および防空軍は、ソ連邦国境

の警備を行うにあたって、

・　ソビエト領土への武装攻撃を撃退するために武器を使用する。

・　陸上、水上および空中におけるソ連邦国境の侵犯者に対して別の手段で

は侵犯を阻止するもしくは侵犯者を逮捕することが不可能である場合

または侵犯者の側からの力の行使に対抗するために武器を使用する権

利を持つ。

②1982年ソ連邦国境法第36条（ソ連邦国境の警備に際しての武器および兵
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器の使用）：国境軍および防空軍は、ソ連邦国境の警備を行うにあたって次の場

合に武器および兵器を使用する。

●　ソ連邦領土への武装攻撃および侵入を撃退するため

●　ソ連邦国境での武装挑発を阻止するため

●　機内に乗客のいないソビエト航空機の奪取を防止するため

●　陸上、水上および空中におけるソ連邦国境の侵犯者に対して（侵犯者の

側からの力の行使に対抗するためまたは別の手段では侵犯を阻止する

もしくは侵犯者を逮捕することが不可能な場合）

●　ソ連邦国境の警備に際しての武器および兵器の使用手続はソ連邦閣僚

会議によって定められる。

③1993年ロシア連邦国境法第35条（武器および兵器の使用）

（第1項）武器等の使用：国境軍（1996年11月29日付でロシア連邦連邦

国境警備庁の機関および軍に改正）、防空軍および海軍は、沿国境領域内におい

て国境の警備（0ⅩpaIia）〔1996年11月29日付で警備を包括する概念である保

護（3a叫HTa）に改正〕を行うにあたって次の場合に武器および兵器を使用す

る。

●　ロシア連邦領土への武装侵入を撃退するため

●　乗客のいない航空機、海洋船舶、河川船舶およびその他の運輸設備の奪

取越境を防止するため

（第2項）武器等の使用（拡大規定）：武器および兵器は次の場合にも同様

に使用されうる。

●　本法律によって定められた規則に違反して国境を横断した（横断する）

者、航空機、海洋船舶および河川船舶ならびにその他の運輸設備に対し

て（これらの者等による力の行使に対抗するためまたは別の手段では侵

犯を阻止するもしくは侵犯者を逮捕することが不可能な場合）

●　攻撃によりその生命および健康を脅かされている市民を守るため

●　人質を解放するため

●　軍人、国境の防護に関する業務または社会的義務を遂行している者、そ

の家族に対する攻撃を撃退するため（ただし、これらの者の生命が直接

的危険にさらされている場合）
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●　ロシア連邦国境警備庁の機関および軍、国境の防衛に参加するロシア連

邦軍、ロシア連邦のその他の軍および軍組織の部隊および施設に対する

攻撃を撃退するため（艦艇、航空機およびヘリコプターに対する武装攻

撃の撃退に際してのそれらへの援助のためのものを含む）

（第3項）警告および警告射撃：武器および兵器を使用する前には、これ

らを使用するという意思を明確に表した警告および警告射撃が先行して行われ

ねばならない。

（第4項）警告なしの武器等の使用：武装侵入を撃退する場合、軍人およ

びその他の市民に対する奇襲攻撃または武装攻撃、兵器、航空機、海洋船舶、

河川船舶およびその他の運輸設備を利用した攻撃の場合、武装抵抗を受けた場

合、拘束されていた者が武器を持って逃走した場合、人質を解放するためには、

警告なしに武器および兵器を使用することができる。

（第5項）武器の利用：　軍人は、軍人およびその他の者の生命および健康

を脅かす動物を無力化するためならびに警告信号または援助信号を発出するた

めに武器を利用（HCn0刀も30BaTI，）する権利を持つ。

（第6項）武器等の使用禁止：女性および未成年者（これらの者の側から

の武装攻撃またはこれらの者による武装抵抗または生命を脅かす集団での攻撃

の場合を除く）、乗客の乗った航空機、海洋船舶、河川船舶およびその他の運輸

設備、国境を不正に横断したまたは横断している者（ただし、これが明らかに

偶然によるものであるまたは人身事故、不可抗力と関係している場合）に対す

る武器および兵器の使用は禁止される。

（第7項）武器等の使用手続：武器および兵器の使用手続はロシア連邦政

府によって決定される。

④1993年ロシア連邦国境法第36条（特殊器具の使用）

沿国境領域内での国境の防護ならびにロシア連邦連邦国境警備庁組織自体の

安全の確保に関する義務の遂行に際して軍人は、ロシア共和国民警法第12条な

らびに第14条第4項および第5項に従って、特殊器具（crIe叩aJIもHもIeCpenCTBa）

〔手錠または捕縛のための携帯器具、ゴム製警棒、催涙物質、注意をそらすた

めの発光音響器具、運輸機関を強制的に停止させるための装置〕、格闘技を含む

肉体的な力および業務用犬を使用する。ロシア連邦国境警備庁の機関および章
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が装備する特殊器具の完全な一覧表、ロシア連邦連邦国境警備庁の機関および

軍の軍人ならびにロシア連邦のその他の軍および軍事組織の軍人によるそれら

の使用の根拠および規則はロシア連邦政府によって定められる6。

（2）現行法令における武器使用とその特徴

1960年ソ連邦国境警備規程第39条と1982年ソ連邦国境法第36条との規定

を比べてみると、武器および兵器の使用主体に関して「必要に応じてその他の

種類のソ連邦軍の武器および兵器7」という語句が、使用目的に関して「乗客

のいない航空機の奪取の防止のための武器および兵器使用」8という語句が

1982年国境法第36条には加わっている。しかし、その使用目的に関しては、

国境警備に際しての武装攻撃および武装侵入の撃退ならびに国境軍による陸上

および水上における国境侵犯、防空軍による空中における国境侵犯の阻止およ

び侵犯者の拘束であり、1960年ソ連邦国境警備規程第39条および1982年ソ連

邦国境法第36条に規定される武器および兵器の使用主体および使用目的に大

きな違いはない。

これに対して、現行の1993年4月29日付ロシア連邦国境法第35条（武器の

使用）を見てみると、同条第1項は、基本的にソ連邦時代の規定を引き継いだ

ものであるが、武器等の使用主体に海軍〔第32条（海軍の権限）海軍による水

面下国境の防護〕が新たに登場するとともに、使用目的に航空機ばかりでなく、

船舶およびその他の運輸設備の奪取越境を防止するための武器および兵器の使

用が新たに加わっている9。1993年国境法からの新たな規定である第35条第2

項の「武器が使用できる場合」の拡大規定ならびに第3項から第6項の「警告

および警告射撃」、「警告なしの武器使用」、「武器の利用」、「武器使用が禁止さ

れる場合」についての規定は、以下に述べるように内務省等そのほかの武装官

庁の武器使用を定めた法律の規定とほぼ共通する内容となっている川。

連邦国境警備庁（旧：国境軍）は2000年5月4日付第55－FZ号ロシア連邦国

境警備業務組練法（◎eAepaJTもrIH丘3a武OHOIIOIVaH椚HO最cJTy3K6ePoccF茹C王の益

◎enepa工叩HOT4Ma512000rt）RaN55－◎3）第1条に規定される国家的軍事組

織（mcynapcTBeHHa兄BOeHtIa兄OpraHH3aqE兄）であるが、軍人の一般的な権

利義務、軍人間の相互関係、軍主要役職員の義務、軍内規を定めたロシア連邦

軍服務規範（ycTaB BHyTpeHHe最cJTyX6もIBoopyxeHHもⅨCmPoccH晶cIの最
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¢印epa叩斑）11（1993年12月14日付ロシア連邦大統領令によって承認）は、

ソ連邦正規軍の軍人のほか、国境軍、内務省内務軍、鉄道軍、民間防衛軍、連

邦保安局（◎Cも）、連邦警備局（⑳CO）、ロシア連邦大統領付属連邦政府通信

情報局（◎AnCII）、国家消防業務組織の軍人にもその規定が適用されることを

定めている。同規範第1部第．1章第11条第1項は、「軍人は、軍務の遂行に際

して、勤務時間外においても必要な場合には、武器を所持、携帯、使用および

利用する権利を持つ。軍人による武器の所持規則および使用手続は、本規範に

よって定められる」ことを規定し、同条第2項は、「非常措置として、軍施設等

への集団攻撃および武装攻撃の撃退、攻撃からの軍人および市民の保護、犯罪

実行者の拘束などのために、その他の方法および手段ではこれが不可能な場合、

単独でまたは部隊組織の成員として武器を使用する権利を有する」ことを、第

12条が「武器の使用に先立つ警告」、「警告なしに武器が使用できる場合12」、

「警報信号の発出または援助要請のための武器の利用」、「女性および未成年者

に対する武器使用の禁止」、「あらゆる可能な措置による武器の使用および利用

に際しての周辺市民の安全確保」などを規定している。

連邦国境警備庁（◎nC）は、国防省（MO）、内務省（MB月）13、司法省

（MtlHK）CT）11、連邦保安局（⑳CB）15、対外諜報局（CBP）、連邦警備局（◎CO）

16、連邦税務警察局（⑳CHn）17、国家税関委員会（rTH）18、連邦鉄道軍

局（◎enepa皿Ha兄CJIy拭6a xeJIe3HOJ10pOXHもIX BOiicR P◎）、民間防衛軍

（BO孟cIくaIVa耶aHCI（0丘060pOHもⅠ）、大統領付属連邦政府通信情報局（◎AnCH）、

連邦政府付属国家伝書使局（rocynapcTBeHHa5I如JILRrheI℃pCIta5ICJTy）R6aITPH

npaBⅥTeJIhCTBe P◎）19とともに1993年5月20日付第4992－1号武器法の第

3条（戦闘武器）およびその後の1996年12月13日付第150－FZ号武器法の第5

条（戦闘用携帯射撃武器および刀剣）に規定されるいわゆる国家的武装組織

（rocy月apCTBeIIH昆eBOeHH3拝pOBaHHHeOpraHH3aIIHH）であるが、これら中で、

例えば、内務省民警と連邦国境警備庁の武器使用に関する法規定を比べてみる

と、「武器等が使用できる場合」の拡大規定である国境法第35条第2項の規定

は、1991年4月18日付第1026－Ⅰ号「民警について」のロシア連邦法律（以下、

1991年民警法）第15条（銃器の使用および利用）第1項20に規定された民警

職員が単独でまたは下部組織の構成員として銃器を使用する場合21の規定と
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にその本質において基本的な違いはない。同条第3項の「武器等の使用に先だ

つ警告および警告射撃の義務」、第4項の「警告なしに武器等が使用できる場合」、

第5項の「武器を利用することができる場合」、第6項の「武器の使用が禁止さ

れる場合」の規定についても、1991年民警法に同じような規定があり、それぞ

れ第12条第3項（警告の義務および警告なしの銃器等の使用）、第15条第2

項（銃器を利用することができる場合）および同条第3項（武器の使用が禁止

される場合）に規定されている。

a）武器の利用

1993年国境法第35条第5項および1991年民警法第15条第2項は、武器の

使用とは異なる武器の利用を定めているが、現行法令にその具体的な定義規定

等は見当たらない。しかし、武器の使用または利用にかかる法規定の内容から、

武器の使用（HpHMefⅠ兄Tも）とは違反者（侵害者、侵犯者）または被逮捕者の生

命を奪うに至るまでのものであり、武器の利用（HCⅢ0刀も30Ⅰ‡aTも）とは警告射撃、

警報信号の発出および援助要請のための射撃のほか、運輸設備の損壊、人の所

有する犬など動物の殺傷のための射撃という財産的加害に限られるとのことで

ある22。

国境法第35条第5項と民警法第15条第2項第2号および第3号に規定され

た武器が利用できる場合の中で、「人の生命および健康を直接的に脅かす動物の

無力化」ならびに「警報または援助要請の信号を発出するため」の武器の利用

については両法に共通した規定となっている。

しかし、運輸設備に関しては、民警法第15条では運輸設備の停止を目的とし

たものは武器の使用ではなく、武器利用の対象であり、民警法第15条第2項第

1号は「（民警職員は、）運輸設備の損壊によりこれを停止させるために（武器

を利用する権利を持つ、ただし運転者が人々の生命および健康に現実的な危険

を生みだし、民警職員の度重なる停止要求にもかかわらずこれを拒否する場

合）」と規定している。これに対して国境法第35条では人とならんで航空機、

船舶およびその他の運輸設備も武器使用の対象となっており、国境法第35条第

2項は「（武器および兵器は、）本法律によって定められた規則に違反して国境

を横断した（横断している）者、航空機、海洋船舶、河川船舶およびその他の

運輸設備に対してそれらの者等による力の行使に対抗するためまたは侵犯の阻
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止もしくは侵犯者の逮捕が他の手段によっては不可能である場合、（‥．のため

にも使用することができる）」と規定している。しかし、民警法でも犯罪実行容

疑者等の逮捕に武器が使用できることから、民警法の運輸設備の停止のための

武器の利用についての規定は、暴走行為や暴走車両等を想定したものであって、

明らかに犯罪に用いられているまたは犯罪実行容疑者等が逃走に使用している

車両等の停止の場合を想定したものではないと思われる。他方、国境侵犯事件

における運輸設備の位置づけは当該犯罪に用いられているものであり、民警法

における運輸設備に対する武器利用の規定は道路交通等の安全を所管する内務

省の業務に伴うものと考えられ23、国境法と民警法における武器の使用および

利用に本質的な違いはないものと思われる2－1。

b）犯罪実行容疑者の逮捕に際しての武器の使用25

犯罪実行容疑者の逮捕（3叫ep鑑aH班e）に際しての武器の使用に伴う加害に

対してロシアには明文の免責規定がある。ソ連邦時代には1966年7月26日付

（1981年6月5日付改訂）「暴力行為に対する責任の強化について」のソ連邦

最高会議幹部会令があり、その第15条は「犯罪的な侵害の阻止および犯人の逮

捕のための市民の行為は、ソ連邦および連邦構成共和国の法令に合致するのも

のであり、たとえこの行為によってやむを得ず犯人に害が加えられたとしても、

刑事的またはその他責任を伴わない。人に身体的な傷害が加えられたが、それ

が同人の暴力的なまたはその他の犯罪的な行為の阻止のためであったならば、

その治療は同人の負担により行われる。」ことを規定していた26。また、1984

年8月16日付「社会的に危険な侵害に対する正当防衛の権利を確保する法令の

裁判所による適用について」のソ連邦最高裁判所総会決定（1981年6月5日付）

第14号27は、第3条第2項が「法秩序の維持に関する社会的義務を遂行して

いるときに、社会的に危険な侵害の阻止および侵害の直後における侵害者の逮

捕または然るべき権力機関への引き渡しに関連して人に害を加えた自警団員お

よびその他の市民の行為は、正当防衛の状態で実行されたものと見なされねば

ならない。被逮捕者への加害に対して刑事責任が到来するのは、こうした行為

が逮捕には必要でなく、侵害の性格および危険性に明らかに合致していない場

合に限られる。この場合には、被実行行為はそのときの具体的な状況に応じて

正当防衛の限度を超えてまたは対等で（RaO6Ⅱ叩ⅩOCHOBaHH王Ⅹ）実行されたも
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のと罪状認定されねばならない」ことを、第4条が「裁判所は、権力機関の代

表者、法保護機関、武装警備隊の職員およびその他の者による社会的に危険な

侵害の阻止および法違反者の逮捕に関するその職務義務の遂行に関連して、こ

れらの者を保護するための法律の要求を厳格に遵守すべできである。上記の者

が規則（ycTaBtJ）、規程（rIOJIOXermSI）ならびに力（C町Ia）および武器（opy諏CHe）

の使用の根拠および手続を規定するその他規範アクトの要求に従って行動して

いたならば、侵害者または被逮捕者に加えられた害について上記の者は刑事責

任の対象とならないことを考慮すべきである」こと◆を規定し、一定の要件が満

たされれば逮捕のための武器の使用を正当防衛の範噂に入れ、刑事責任の対象

外としていた。

これに対して現行の1996年6万13日付第64－FZ号ロシア連邦刑法典には、

第8章（行為の犯罪性を排除する事情）に第37条（正当防衛）および第39条

（緊急避難）などとは別の独立した概念規定として第38条（犯罪を実行した者

の逮捕に際して害を加えること）の規定がある。同条は、第1項が「犯罪を実

行した者を権力機関に引き渡すためおよび同者による新たな犯罪の実行を阻止

するため同者を逮捕するに際して当該者に害を加えることは、別の手段によっ

てはそのような者を逮捕することが可能ではなく、このときにこのために必要

とされる以上の過剰な措置が取られなければ、犯罪ではない」ことを、第2項

が「犯罪を実行した者の逮捕のために必要とされる以上の過剰な措置と見なさ

れるのは、それらが被逮捕者によって実行された犯罪の社会的危険性の性格お

よび程度ならびに逮捕の事情に明らかに合致せず、状況から惹起されるもので

はない明らかに過剰な害が人に加えられることである」ことを定めている。

このように、現行の1993年国境法第35条による連邦国境警備庁の機関およ

び軍による武器および兵器の使用は、ソ連邦領内への武装侵入の撃退、無人の

航空機、船舶等の運輸設備の奪取の防止といった国境防衛的、国境警備的なソ

連邦時代からのもののほかに、民警等他の法保護機関または国家的武装組織全

般に共通するものとして治安の維持および市民の安全確保ならびに自己防衛の

面で武器が使用できる範囲を拡大しているが、これは刑法典第38条に規定され

た犯罪容疑者の逮捕等に際しての武器使用に伴う加害に対する刑罰免除規定と

ともに、悪化している現社会環境に対応するものであり、ロシアにおける法保
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護機関または国家的武装組織による武器の使用環境を反映している。

（3）国境法に基づく武器使用についての政府決定

1993年ロシア連邦国境法第35条第7項は、「武器および兵器の使用手続はロ

シア連邦政府によって決定される」ことを規定しているが、すでに述べたよう

に、1993年国境法第30条（ロシア連邦連邦国境警備庁の機関および軍の権限）

第1項「ロシア連邦連邦国境警備庁の機関および軍は、陸上、海上、河川、湖

沼およびその他の貯水池、国境通過拠点においてロシア連邦国境を警備する」、

第31条（防空軍の権限）第1項「防空軍は、空中国境を警備する」、第32条（海

軍の権限）第1項「海草は、水中国境の防護を行う」というように、連邦国境

警備庁が一元的に全ての国境警備を行っているわけではなく、陸上国境および

水上国境の警備は連邦国境警備庁、空中国境の警備は防空軍、水中国境の警備

は海軍というように役割分担がなされている。このことと関連して国境法第35

条による国境警備に際してのその武器使用の手続は、上空侵犯にかかる航空機

の識別や通信設定、迎撃機による視覚信号の実施、潜水艦等に対する水中音響

信号、警告爆雷投下の実施などそれぞれの組織の責任エリアにおける国境防護

（警備）の特殊性を考慮して、「空中におけるロシア連邦国境の警備に際しての

武器および兵器の使用手続について」の1994年8月19日付ロシア連邦政府決

定28、1998年1月8日付ロシア連邦政府決定によって承認された「ロシア連邦

国境の防護に際しての武器および兵器の使用手続」29および1999年11月29

日付ロシア連邦政府決定によって承認された「水中におけるロシア連邦国境の

防護に際しての武器および兵器の使用手続」30という三つの政府決定が出され

ている。

上空国境侵犯および水中国境侵犯に対しての武器等の使用は、防空軍および

海軍の担当であることからも分かるように純軍事的側面もあり、以下のように、

連邦国境警備庁の担当する陸上および水上における武器等の使用の場合よりも

より慎重な規定となっている。上空侵犯において武器が使用されるのは武装軍

用輸送機を含む侵犯章用機に対してであり、民間航空機および非武装の軍用輸

送機に対して武器等が使用されるのは機内に乗客がいないという情報がある場

合に限られ（第4条）、悪条件のために国籍等が確認できない場合には撃破のた

めの武器使用は行われないことになっている（第5条）。水中国境侵犯において
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は、侵犯者から10分以内に所定の音響信号に対する応答がない場合、軍艦（航

空機）の司令官は艦隊司令官に報告し、その決定したがって警告爆雷投下を行

い、この警告爆雷投下後10分以内にその応答がなければ、同じく艦隊司令官に

報告し、その決定に従って警告爆雷投下を反復し、撃破のための武器使用の準

備態勢を取り続け（第5条）、撃破のための武器使用が許されるのは海軍総司令

官の決定がある場合に限られている（第6条）。

国境警備庁の機関および軍による武器等の使用手続を定めた「ロシア連邦国

境の防護に際しての武器および兵器の使用手続」は、第1条が、武器および兵

器に関して括弧書きで、「軍艦、航空機、戦車・自走砲・装甲車等の武器」と船舶

航空機等に搭載されている武器および兵器も含まれることを明記している。こ

の手続では船舶に対する武器の使用にその大部分が費やされているが、武器お

よび兵器の使用対象は、いわゆる国境侵犯船ばかりでなく、同手続第4条の撃

破のための武器の使用に先立って、「一般に認められた国際法の原理および規範、

ロシア連邦水域における航行滞在規則に違反した船に対して停船信号を発出せ

ねばならない」という規定、国境法第30条第2項第19号に規定されたロシア

連邦の内水および領海における船舶に対する連邦国境警備庁の確認および検査、

停船、舎捕および追跡等の権限規定からも分かるように、一般に認められた国

際法の原理および規範、ロシア連邦水域における航行滞在規則に違反した停船

命令を無視する違反船も武器使用の対象となりうる。違反船に対しては警告お

よび警告射撃の後に撃破のための射撃が行われるが、警告および警告射撃は現

場の軍艦および航空機の司令官の決定によって、撃破のための武器の使用につ

いての決定は軍艦および航空機の司令官（fCOMaHJl汀p BOeHttOrO f（Opa6JI5I，

JIeTaTeJIhHOrOarmaPaTa）またはその直接（直属）の長（HerIOCpeRCrBeHfIbI羞

（ロp∬MO産）Haqa刀もHH墨）によって行われ、軍艦搭載ヘリによる撃破のための武

器の使用は軍艦司令官の決定によって行われる，（第4条）。警告射撃に関して注

意すべきことは、警告射撃は警告の延長上にあるもので違反船に弾を当てては

ならず、撃破のための射撃において初めて違反船に向けて射撃できることにな

っている（第4条）。領海内からの犯行直後の継続追跡に際しては違反船の本国

または第三国の領海に入城するまで武器を使用できることとなっている（第5

条）。また、外国の違反船に対する警告射撃ならびに武器および兵器の使用の
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各々の事件についてロシア連邦国境警備庁の権限ある役職員はロシア連邦外務

省に、死傷者が生じた武器および兵器の使用の各々の事件については然るべき

検察庁機関に直ちに（遅くとも1昼夜以内に）通報することになっている（第

8条）。

（4）大陸棚法および排他的経済水域法に基づく武器の使用

これまで述べてきた国境警備、国境保護にあたっての武器の使用とは別に、

1995年11月30日付第18トFZ号「ロシア連邦の大陸棚について」の連邦法に

も連邦国境警備庁による武器使用の規定がある。同法第43条（保護機関役職員

の権限）第1項第6号が、連邦国境警備庁を含む同法第42条に規定された保護

機関（連邦国境警備機関、連邦地質学・地下利用機関、連邦国家鉱山監察機関、

連邦漁業機関、連邦環境・天然資源保護機関）の役職員の権限として、「保護機

関の職員はその職務の遂行に際して本連邦法およびロシア連邦の国際条約の違

反者たちに対して、保護機関の役職員の生命が直接的危険にさらされる場合、

その攻撃を撃退するおよび抵抗を阻止するために武器を使用する権利を持つ。

武器の使用にはこれに先立ってこれを使用するという意図を明確に表した警告

および上に向けての警告射撃が行われねばならない」ことを規定している。さ

らに、連邦国境警備庁の軍艦および航空機によるその武器使用について同法第

2項が、「連邦国境警備機関の軍艦および航空機は、本連邦法およびロシア連邦

の国際条約の違反船に対して、同違反船による力の行使への対抗としてならび

に犯行直後（norop兄WMCJT即坤M）の追跡の際のその他の例外的な場合に、違

反の阻止および違反者の逮捕のために必要なそのときの状況に応じたその他全

ての措置が尽くされたときに、武器を使用することができる。武器使用の手続

はロシア連邦政府によって決定される」ことを定めている。

この規定を受けて、1996年10月14日付第1208号ロシア連邦政府決定によ

って「ロシア連邦の大陸棚の保護に際してのロシア連邦国境警備庁の軍艦およ

び航空機による武器の使用手続」が承認されている。その後採択された1998

年12月17日付第19卜FZ号「ロシア連邦の排他的経済水域について」のロシア

連邦法にも、同法第36条〔保護機関（国境警備、環境保護、関税問題に関する

連邦執行権力機関）役職員の権限〕第1項第6号および第2項に大陸棚法第43

条第1項第6号および第2項と全く同じ規定があり、上記のロシア連邦国境響
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備庁の軍艦および航空機による武器の使用手続についての同政府決定も当該決

定の規定が排他的経済水域においてもそのまま適用されるという改正が1999

年9月9日付でなされている。この改正には国境警備庁組織の組織名称の変更

等に伴う改正も含まれ、国境管区（軍団）司令官（HOMaH月yⅢⅡ四品Ⅲ0叩aⅡ隅EED4

0叩yrOM（叩yIlⅡ0歳BO最cI〈））が連邦国境警備庁地域局長（Eaqa汀もHHX

perHOHaJIhHOrOynpaBJIeH二H5I⑳nCP⑳）に改正されている31。

この大陸棚法および排他的経済水域法に基づく武器の使用手続は、国際法上

の規定ならびに国益に対する法侵害の性格およびその危険性等の違いから国境

法に基づく国境防護に際しての武器および兵器の使用の場合とは少し異なって

いる。大陸棚法および排他的経済水域法に基づく武器の使用手続では、武器使

用の対象から外国の軍艦および公船が排除され、これら艦船に対しては特別規

則があることが規定されている（第1条第2項）32。また、警告射撃のない撃

破のための危害射撃の規定はなく、武器使用の決定権限に関しても軍艦または

航空機の司令官の権限は警告および警告射撃に留まり、これを超える武器使用

の決定権限は連邦国境警備庁の地域局長またはその代行者に属している（第4

条）。

これまで見てきたように連邦国境警備庁には、ロシア連邦領域への武装侵入

の撃退、領海侵犯の阻止、侵犯者の逮捕等のために、ならびに大陸棚および排

他的経済水域におけるロシア連邦の法律および国際集約の違反の阻止および違

反者の逮捕（舎捕）等のために、停止／停船命令に従わない侵犯者（船）、違反

者（船）に対して警告および警告射撃を行った後に撃破のための危害射撃を行

うことができることになっている。武器使用の決定権限は、領海警備における

ものについては基本的に現場の軍艦および航空機の司令官に委ねられているが、

大陸棚および排他的経済水域法に基づく同水域における撃破のための危害射撃

の決定は各地域局長の権限となっている。

連邦国境警備庁は、内水、領海、大陸棚および排他的経済水域における海上

犯罪の抑止、予防および阻止ならびに違反者（船）の逮捕（舎捕）に国家的武

装組織として国境防衛的な能力を持つその海上勢力の武装を積極的に活用した

極めて厳しい取締活動を行っているが、このために必要な、上述のように、停

船命令に従わない船舶に対する危害射撃までの武器使用権限および刑法典第

－45－



海保大研究報告　第47巻　第2号－44

38条に基づく逮捕に際しての武器使用にかかる免責規定など然るべき法整備

がなされている。

6．連邦国境警備庁と海賊対策

（1）ロシアにおける海賊被害の現状とその背景

ロシア船の海賊被害は、1991年から1997年までの間が40件を超え、襲撃被

害が最も多かったのは、ロシア海軍の活動が急激に低下したという1993年の

28件（この年が特に突出しており、世界における海賊襲撃登録件数103件の1／4

以上）であり、1997年1月にはソマリア沿岸水域でロシアトロール船の船長が

死亡しているとのことである。近年のロシア船に対する海賊の襲撃件数は平均

で年間3件以下になっているとのことである。しかし、これは、多くのロシア

船舶がキプロス、マルタ、リベリア、パナマなどの国籍で航行しており、ロシ

ア船の海賊被害が少ないのは、ロシア船籍の船舶の著しい減少も一因であり、

海賊の犠牲となった船がロシアの統計に記載されていないだけだとも言われて

いる：j：i。

a）便宜置籍船問題

ロシアにおけるこうした便宜置籍船の状況は、これら便宜置籍船に対する海

賊対策をどうするのかという問題ばかりでなく、船舶を利用した麻薬および銃

器等の密輸、密航、密漁等の犯罪を考える上でも問題となるものである。セル

ゲイ・フランク（CepI℃ii⑳PAHR）運輸大臣はロシアにおける便宜置籍船の状

況についてエコノミスト誌（2001年1／2月号）で次のように述べている31。

便宜置籍にあるロシア船の隻数は、1992年の段階ではまだロシア商船隊総トン

数の19％であったが、現在は60％を超えている。2000年初めのデータによれば、

ロシア船923隻（約1120万総載貨重量トン）の中で最優秀の新鋭船186隻が便

宜置籍にあり、1992年～1999年に建造された162隻の船の90％が外国籍で海上

に出ているとのことである。また、以前には200隻以上の新しい近代的輸送船

をロシアは毎年建造していたが、今日では多い場合でも10隻であり、その殆ど

が外国籍となっているとのことである。

これは、一つには、ロシア商船隊の復興にあたって、ロシアが船舶の建造お

よび修理に外国の資金を導入せざるをえなかったことにある。つまり、この船

舶建造の融資資金を確保する唯一の手段が船の担保であったことから、この担
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保を確実なものとするための融資側の条件として、船舶の建造および修理は海

外で行われ、建造された船は自動的に外国籍に移るという悪循環があったため

である。しかも、ロシアには船会社が受入可能な船舶建造のための融資メカニ

ズムがなく、ロシア籍船舶を建造した場合のその課税額も極めて高く、国家か

らは何ら支援がなく、ロシアで船舶を建造するのは今でも引き合わないためだ

とのことである。

このため、ロシア船主会議（COPOCC：Coめ3pOCCH最cI〈孤qr刀PBJI岬JnWB）

がロビイストとなって、こうした状況を解消し、ロシア造船界への支援ととも

にロシア籍船舶の増強を図るために、いわゆる第二船籍制度の導入であるロシ

ア国際船舶登録簿法（3aHOH二《O PoccⅥ丑CⅨOM Me叩ap0月tIOM：peeCTPe

cy月OB”）案の早期成立が期待されているが、まだ政府内での関係省庁との協議

が終わらず難航している35。

また、ロシアにおける便宜置籍船の増加等によるロシア籍船舶の減少と関連

した近年の外国出稼ぎ船員労働者の数に関して、旧連邦移民局（◎MC）［現：

連邦問題・民族・移民政策問題省］の監督下にあるその認可会社を通じての近年

のロシア人在外就労者の総数は、1999年が3万2717人、2000年が4万5760

人とのことであるが、その約半数は外国籍船舶で働く（漁船員を含む）船員だ

とのことである36。

b）海軍とその海賊対策

海軍の海賊対策活動に関して、ソ連邦時代は、高価な貨物を積んだ船舶を海

軍艦艇が実際に護衛したこともあるとのことであり、太平洋艦隊には海賊対策

特務班（IPyrmLI CrIeIllta刀もHOm Ha3HaqeH耶　m　60pも6e c MOpCRⅢ止H

nFpaTaMH）があり、海賊に対する示威活動なども行っていたとのことである37。

ロシア海軍も、1993年7月ロシア太平洋艦隊の艦艇が、東シナ海で中国船と見

られる船舶によるロシア船への海賊襲撃が頻発したときにこの海域でロシア船

の保護活動を行ったことがある38。

2000年4月21日付の新ロシア連邦軍事ドクトリン亘ま、平和時における軍

事的安全保障の基本的な内容の一つとして「世界海洋、宇宙空間、外国領内に

おけるロシア連邦の客体および施設の保護、世界海洋の沿岸域および遠洋域に

おける船舶航行、換業活動およびその他の種類の活動の保護」を挙げ、ロシア
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連邦軍およびその他の軍の基本的任務の一つとして「経済活動の安全性確保の

ための条件創出、領海、大陸棚および排他的経済水域ならびに世界海洋でのロ

シア連邦国益の保護」を挙げており、世界海洋における船舶航行の保護をロシ

ア海軍を含む軍の責務としている。

しかし、現在のロシア海軍は厳しい財政矧こあり、補給艦や通信施設が残っ

ているだけであったベトナム南部カムラン湾のロシア軍事基地も　2002年春に

撤退を完了し4。、商船の護衛や海賊出没海域でのパトロールといった活動に関

して、現在のロシア海軍に多くは期待できない状況にある。イーゴリ・ドィガ

ロ（Hropb nbIraTIO）海軍総司令部広報部長（HatIaJIもHHK npeCC－CJIyH6hI

rJIaBHOIt）IIITa6aBM◎）によれば、『海軍は、もちろん、海賊から船を守るこ

とはできるが、これは海賊の襲撃が我々の艦隊（3CIt叫pa）の配備地近くで行

われた場合に限られ、軍艦を派遣するまたは特別に民間船を護衛する可能性は

ない』とのことである」1。

とはいえ、ロシア海軍にとって初の長路遠征となった2001年2月のインドの

ムンバイでのインド建国50周年記念国際観艦式（友情の橋）（15日～19日）へ

の参加を終えて、記者会見に参加した太平洋艦隊副司令官アレクサンド／レ・コ

ネフ（AneIくCa‡Ⅵp‡CoHeB）海軍中将によれば、『現在の太平洋艦隊の任務は、

極東地域ならびにインド洋および太平洋の作戦エリアにおけるロシアの経済活

動の良好な条件を確保すること』であり、海上共助のための沿岸諸国艦隊との

協力ならびに海賊からの商船の保護を重要視している。そして、太平洋艦隊は、

このために、『海兵隊および海軍航空隊を含め、十分な数の艦艇および高度の専

門要員を有している』とのことである42。

（2）海賊対策法令と主管官庁

海賊対策にかかる法令に関して、ロシアは、1988年3月10日ローマで採択

され、1989年3月2日ロンドンでソ連邦の名において署名されていた「海洋航

行の安全に対する不法な行為の防止に関する条約」および「大陸棚に所在する

固定プラットフォームの安全に対する不法な行為の防止に関する議定書」を任

意の他の条約加盟国への船の船長による犯人引き渡しを規定している同条約第

8条第1項に関して、ロシア連邦市民が他国に引き渡されることがないことを

規定したロシア連邦憲法第61条第1項に基づき、「ロシア連邦の法令に反しな
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い限りにおいて」という留保を行い、2001年3月6日付法律によって批准して

いる」：。

a）行政監督機関としての運輸省海運局

ロシアにおける海賊対策の法的規制は、以下で述べるように、予防対策とし

ての運輸省海運局による行政的な監督と具体的海賊事犯に対するテロ対策の枠

内での執行的な対処措置システムに分かれている。こうした位置づけでの海賊

対策のための国内法令として、海洋船舶航行の安全を侵害するロシア連邦法令

およびロシア連邦の国際条約によって禁止された社会的に危険な行為と定義さ

れる海賊行為を含む航海の安全に対する不法な行為から海上運航船舶、その乗

組員および乗客、被輸送貨物、船舶交通管理施設、通信設備および航行援助施

設、港湾施設および従業員を航海の安全に対する犯罪の脅威から常時保護する

ことを目的とした「航海の安全に対する不法行為からの海洋航行の保護の連邦

システムについて」の規程（以下、連邦航行安全システム規程）（2000年4月

11日付第324号ロシア連邦政府決定によって承認）44がある。同規程は、第6

条が、「航海の安全に対する不法行為からの海洋航行の保護（船、その乗組員お

よび乗客、被輸送貨物、船舶交通管理施設、通信設備および航行援助施設、港

湾施設および従業員が、航海の安全に対する犯罪の脅威から常に保護されてい

る状態）に関する施策は、ロシア連邦運輸省、ロシア連邦連邦保安局、ロシア

連邦内務省、ロシア連邦連邦国境警備庁、ロシア連邦国防省、ロシア連邦国家

税関委員会、ロシア連邦外務省、ロシア連邦対外諜報局、ロシア連邦民間防衛

問題・非常事態・自然災害処理省によって行われ、これら省庁は上記施策をその

権限の範囲内で、独自に、お互いに連携しても、その他の連邦執行権力機関、

ロシア連邦主体の執行権力機関、地方自治機関と連携しても行う」ことを、第

7条が、「ロシア連邦国籍の船舶ならびにロシア連邦の内水および領海内ばかり

でなく、ロシア連邦の国際条約によって規定されている場合には、ロシア連邦

の領海外にある外国船舶にもこの規程が適用される」ことを、第8条は「航海

の安全に対する不法行為からの海洋航行の保護に関する国家的な規制、管理お

よび監督についての課題の履行は、ロシア連邦運輸省海運局が第6条に示され

た連邦執行権力機関と連携しておよびこれら連邦執行権力機関の代表者から構

成されるロシア連邦運輸省海運局長によって主宰される海事安全調整会義
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（f（00pJIHHaqHOHHH怠coBeTHOMOpCH0歳6e30rIaCⅡOCrm）が行う」ことを、第

9条が、「航海の安全に対する不法行為からの海洋航行の保護は、ロシア連邦運

輸省海運局によってロシア連邦運輸省の海上安全下部組織（Hqpこpa3只e刀eHH兄

MOPCR0歳6e30ITaCHOCrE）および海港管理局（Mjul：：MOPCⅨHeaJtMEHIICTPa叩H

nopTOB）を通じて行われる」ことを、第11条が、「航海の安全に対する不法な

行為からの船舶航行の保護に関する施策の履行の組織化およびその履行に対す

る監督に関する海港管理局に委ねられた任務は、本規程第6項に示された連邦

執行権力機関の然るべき地方機関と連携して、海商港に設置される商港海上安

全委員会（mMHCCmInOMOpCR0品6e30rIaCHOCTIiTOPrOBもⅨrIOPTOB）を通じて

行われる。商港海上安全委員会は、不法な行為の防止に関する施策を立案し、

その履行に対する監督を行う」ことを規定している。

ロシア連邦運輸省のこうした機能に関して、2000年12月30日付第1038号

政府決定で承認されたロシア運輸省規程45は、第8条第121号が「関係の連邦

執行権力機関と連携して、航海の安全に対する違法な侵害行為からの海商航行

の保護に関する施策を実施する」というように上記の政府決定の規定を再掲し、

同条第122号～第124号が「運輸省は、IMOの国内先頭組織であり、IMO問題ロ

シア連邦官庁間委員会の書記局機能を行う」ことなどを定めている。

このように海賊行為を含む航海の安全に対する不法行為からの海洋航行船舶

の保護については、ロシア連邦運輸省（海運局）が主管官庁となっており、運

輸省海運局はIMOの勧告に基づき1995年に船および乗組員の安全確保プランを

作成している。ロシア連邦運輸省の海上安全下部組織（noJlpa3月e皿eHH兄

MOpCHO益6e30HaCHOCrH）とは、海運部門の施設等の武装警備および防火業務を

担っている「海事安全業務」連邦国家機関（◎e只epaJIbHOeIbcynapcrBeHHOe

yqpe試用eHHe一一CJTyX6a MOpCIt0最6e30TIaCHOCTII‖）46であり、海港管理局

（MAH）内には「海事安全業務」連邦国家機関の下部組織でもある海事安全部

（CJTyX6a MOpCRO最6e30TIaCIIOCTH）L17が港長業務を行う港長都（CJTyX6a

t（anHTaHa nOpTa）などとならんで組織されている。海賊問題に関して勧告を

行うことを使命とする上記の商港海事安全委員会は、現在すでにロシアの全て

の海港で活動しているとのことである48。

この海港での航海の安全に対する不法行為からの海洋航行船舶の保護につい
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ては、まだ案の段階であるが、ロシア連邦海港法（⑳印こepa刀もEH益3amH O

MOpCIくⅡⅩnOPTaXPocct損cRO最◎enepallHⅥ）49によって定められることになっ

ており、運輸省作成の同法案第43条（海港での航海の安全に対する不法行為か

らの海洋航行船舶保護の確保）は、第2項が、「港内で航海の安全に対する不法

行為が行われた場合、海港管理局（M）はその阻止において保安局機関およ

び内務機関（心拍epaJIhHもIe OpraHI H二CITOJIHHTeJIbHO最BJlaCTE【：B O6JIaCTI壬

6e30rIaCHOmHBIIyTPeHⅧ旺Ⅹ月eJI）を助成し、必要な勢力および資機材を提供

すること」を、第3項が「海港内での関係連邦諸機関の活動の指導は、海港に

設置される反テロ対策の管理のための機動本部によって行われること」を、2001

年9月11日の米国同時多発テロ以後、IMO（国際海事機関）でも海上における

国際的なテロ対策についての審議が進められおり、船舶保安職員および運航企

業（陸上）の保安職員についての議論が進んでいるが、第6項が「ロシア海港

に寄港する全ての船舶は、一般に受け入れられている国際的な規範および標準

によって規定された船の安全確保プランの適用に関する機能を遂行する港内で

の船の安全問題に関して海港管理局との連絡責任者1名を船内に置かなければ

ならないこと」などを定めている。

b）テロ対策の一環としての海賊対策

連邦航行安全システム規程は、航海の安全に対する不法な行為の中でもテロ

的性格という重大な犯罪が行われた場合、その対処の組織化を第18条以下で規

定している。同規程第18条は、「海洋航行の安全を脅かすテロ的性格の犯罪が

行われた場合またはそれが実行される直接的脅威が生じた場合には、連邦執行

権力機関の勢力および資機材の活動に対するその指導は、テロ対策法に従って

反テロ作戦の管理のために設置される機動本部（orIePaTHBtIHeⅢTa6もⅠ）によ

って行われる」ことを、第19条は、「航海の安全に対する不法な行為の阻止に

関する反テロ作戦の管理は、（a）海港の反テロ作戦管理機動本部が当該本部の責

任エリア内において、（b）海水域の反テロ作戦管理機動本部がロシア連邦の内水、

領海および排他的経済水域において、（C）連邦反テロ委員会の反テロ作戦管理機

動本部がロシア連邦の沿岸から遠く離れた海域（ロシア連邦の排他的経済水域

外の公海）、外国の領海および内水（ただし、当該国の許可または要請がある場

合）においてこれを行う」ことを、第21条が、「同規程第6条に示された連邦
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執行権力機関の勢力および資機材によって反テロ作戦の枠内で行われる航海の

安全に対する不法な行為の阻止に関する施策は、（a）ロシア連邦の内水および領

海ならびに航海を航行するロシア連邦国籍船舶、（b）ロシア連邦の内水および領

海を航行する外国籍船舶、（C）外国の内水および領海を航行するロシア連邦籍船

舶ならびにロシア連邦市民が乗船している外国籍船舶、（d）ロシア連邦領土にあ

る海洋船舶交通管理施設、通信設備および航行援助施設、港湾施設ならびにそ

の操作取扱職員に対して行われる」ことを、第22条が、「不法な行為の阻止に

関する施策（反テロ作戦）の目的は、（a）奪取された船の乗客および乗組員の安

全の確保ならびにその解放、（b）船を奪取しようとしたまたは奪取した者の無力

化、（C）船乗っ取りの阻止、（d）船爆破の脅威および爆破による船舶交通管理施

設の破壊の脅威の排除、（e）海港において航海の安全に対する不法な行為が行わ

れた場合におけるその他の船舶、その乗客および乗組員、海事団体および海港

施設の職員の安全確保、（f）航海の安全に対する不法な行為による否定的な結果

の排除である」ことを規定している。

上記連邦航行安全システム規程第18条に規定されたテロ的性格の犯罪およ

び反テロ作戦ならびに関連の概念であるテロ行為に関しては、1998年7月25

日付第130－FZ号テロ対策法50の第3条（基本概念）にその規定があり、テロ

的性格の犯罪とは、「現行1996年刑法典第205条（テロリズム）、第206条（人

質を取ること）、第207条（テロリズム行為についての故意の虚偽通報）および

第208条（不法武装組織の組織化およびこれへの参加）ならびに第360条（国

際的な保護を受けている者または施設への攻撃）に規定されている犯罪であり、

刑法典に規定されている別の犯罪も、それがテロの目的で行われた場合には、

テロ的性格の犯罪と見なされうる」、反テロ作戦（ROI汀pTePpOPHCT胴eCIta5I

onepaIIH兄）とは、「テロ行為の阻止、自然人の安全確保、テロリストの無害化、

ならびにテロ行為の結果の最小化に向けられた特別な施策である」、テロ行為

（TeppOPH打耶eCI〈a51a叩H5I）とは、「爆破、放火の形での、核爆被装置、放射

性物質、化学物質、生物物質、爆発物、有毒物、有害物、劇物、毒物の使用ま

たは使用威嚇の形での、運輸設備またはその他の客体の破壊、損傷または奪取、

国家的または社会的活動家、民族的、人種的、宗教的またはその他の住民集団

の命を狙う形での、人質を取る形での、人の誘拐の形での、人災的性格
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（代ⅩHOre昔m址益ⅩapaI汀eP）の事故および大惨事の条件もしくはそのような危

険性が生ずる現実的脅威を作り出す方法により不特定多数の人々の生命、健康

または財産に害を加える危険性を作り出す形での、任意の形式および任意の手

段で脅威を拡大する形での、人が死亡する、相当な財産的損害を加えるもしく

はその他社会的に危険な結果を到来させる危険性を生みだすその他行為の形で

のテロ的性格の犯罪の直接実行である」ことを規定している。

このテロ的性格の犯罪である第205条（テロリズム）の犯罪（テロリズム）

とは、「爆破、放火または人々が死亡する危険、著しい財産的損害が加えられる

危険またはその他社会的に危険な結果が到来する危険を作り出すその他行為の

実行であり、これらの行為が社会的安全を侵害すること、住民を脅すことまた

は権力機関の決定に影響を与えることを目的として行われたもの、ならびに同

じ目的をもってのこれら行為を実行するとの脅迫である」とされ、第206条（人

質を取ること）の犯罪とは、人質解放の条件として国家、団体または市民に何

からの作為または不作為を強要することを目的とした人質としての人の誘拐ま

たは拘禁である。

C）海賊行為に対する処罰規定

現行の1996年6月13　日付第N64－FZ号ロシア連邦刑法典には海賊行為

（nHpaTCTBO）に対する個別規定として第227条があり、「他人の財産の占有を

目的とした暴力を用いてまたは暴力を用いると脅かして実行された海洋船舶ま

たは河川船舶に対する襲撃は、5年から10年までの自由剥奪によって処罰され、

反復してまたは武器もしくは武器として利用される物品を使用して実行された

同じ行為は、財産の没収を伴う8年から12年までの自由剥奪によって処罰され、

第1項または第2項によって規定された行為が、組織集団によって実行された

場合または過失により人の死亡もしくはその他重大な結果をもたらした場合に

は、財産の没収を伴う10年から15年までの自由剥奪によって処罰される」こ

とを規定している。

第227条に規定される海賊行為そのものは、公然奪取または強奪による他人

の財産の不法領得という刑法典第161条および第162条に規定される公然窃盗

または強盗の一種であり、一般に武装集団によりこれが行われることから第

209条（匪賊行為）などの用件をも持ちうる犯罪であるが51、これがテロ目的
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で行われるまたは人質が取られるなどしない限り、テロ対策法ではテロ的犯罪

とはされていない。しかし、海賊行為は不特定多数の船舶およびその乗員乗客

を対象に暴力的な行為によってその生命財産に害を加えるという社会の安寧を

脅かす極めて危険な行為である。そして、目的を別にすれば行為の形態および

その否定的な結果は海上でのテロリズムと共通するものがあり、海賊行為に対

する刑罰はテロリズムにたいするものと同じレベルの最高刑が15年までの自

由剥奪という厳しいものになっている。

この刑法典第227条には海賊行為が行われる場所について何ら規定がない。

しかし、この行為が行われる場所に関しては、ロシア連邦の国際条約52である

1958年公海に関する条約（1960年10月20日批准）第15条および1982年国連

海洋法条約（1997年2月26日批准）第100条に定められている海賊行為の「公

海その他いずれの国の管轄権にも属さない場所における」というその土地的要

件規定が適用されるとのことであり53、1993年12月12日付ロシア連邦憲法第

15条第4項および1995年7月15日付第101－FZ号ロシア連邦国際条約法第5

条（ロシア連邦の法体系におけるロシア連邦の国際条約）第2項に、「法律によ

って規定されるものとは別の規定がロシア連邦の国際条約によって定められて

いるならば、国際条約の規定が適用される」という国内法に対するロシア連邦

の国際条約の優先規定がある。さらに、現行1996年刑法典では、海賊行為のよ

うな国際的な犯罪行為に対処するために土地に関する刑法典の効力の適用拡大

として「現実原理（peaJIhHも戒HpHH叩rl）」と呼ばれる国際犯処罰規定が初め

て導入されており、第12条第3項が「ロシア連邦外で犯罪を実行したロシア連

邦に定住していない外国市民および無国籍者は、その犯罪がロシア連邦の利益

に反するものである場合およびロシア連邦の国際条約によって規定されている

場合、ただしそれが外国で処罰さオーずにロシア連邦領内で刑事責任を問われる

場合には、本刑法典により刑事責任の対象となる」ことを定めている。このよ

うに海賊行為に対する刑罰の適用については、国内法に対するロシア連邦の国

際条約の優先および国際犯処罰の規定というように国際的な協力を前提とした

ものとなっている。

海賊行為事件の刑事手続きに関して、1960年刑事訴訟法典では、この刑法典

第227条の犯罪は刑事訴訟法典第126条により取調（Ⅲpe耶ap｝ITeJTLHOe
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pacc汀e即BaH肥）が義務づけられ、その取調管轄は検察庁および内務機関の取

調官となっていた。2002年7月1日から段階的に施行されている2001年12月

18日付新ロシア連邦刑事訴訟法典でも、この第227条の犯罪は同じく取調の実

施が義務づけられているが、その取調管轄は第151条第2項により検察庁取調

官となっている。

テロ的性格の犯罪である刑法典第205条（テロリズム）の犯罪は1960年刑事

訴訟法典では連邦保安局、2001年刑事訴訟法典では検察庁、内務機関および連

邦保安局の取調官の管轄であり、第206条（人質を取ること）の犯罪は1960

年刑事訴訟法典では連邦保安局および内務機関、2001年刑事訴訟法典では内務

機関の取調官の取調管轄となっている。

テロ対策法におけるテロ対策の主体とその活動範囲に関しては同法の第6条

および第7条にその規定があり、第6条（テロ対策を行う主体）は、第1項が

「テロ対策の指導ならびにこれに必要な勢力、設備および資材の供給の基本的

な主体は、ロシア連邦政府である」ことを、第2項が「連邦執行権力機関は、

連邦法およびロシア連邦のその他規範法アクトによって定められたその権限の

範囲内でテロ対策に参加する」ことを、第3項が「自己の権限の範囲内でテロ

対策を直接に行う主体は、ロシア連邦連邦保安局（⑳CB）、ロシア連邦内務省

（MBn）、ロシア連邦対外諜報局（CBP）、ロシア連邦連邦警備局（⑳CO）、ロ

シア連邦国防省（MO）、ロシア連邦連邦国境警備庁（◎HC）である」ことを、

第4項が「その他の連邦執行権力機関も自己の権限の範囲内でテロ活動の予防、

摘発および阻止に参加する主体であり、その一覧表はロシア連邦政府によって

決定される」ことを定めている〔この第4項の規定に基づき、1999年6月22

日付政府決定によってその一覧表が承認され、31の省庁の名前が挙げられてい

る5‘1〕。第7条（テロ対策を行う主体の権限）は、第2項が「ロシア連邦連邦

保安局およびロシア連邦主体におけるその地方機関は、政治的な目的を追求す

る犯罪を含め、テロ的性格の犯罪の予防、摘発および阻止により、ならびに国

際的なテロ活動の予防、摘発および阻止によりテロ対策を行い、刑事訴訟法令

に従ってこうした犯罪についての刑事事件の取調（Ⅱpe押aPmJILHOe

paccJIe月OBa上目打e）を行う」ことを、第3項が「ロシア連邦内務省は、営利的な

目的を追求するテロ的性格の犯罪の予防、摘発および阻止によりテロ対策を行
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う」ことを、第4項が「ロシア連邦対外諜報局およびロシア連邦のその他の対

外諜報機関は、ロシア連邦の領外にあるロシア連邦の施設、その職員および当

該職員の家族の安全確保によりテロ対策を行う、ならびに外国のおよび国際的

なテロ組織の活動についての情報の収集を行う」ことを、第5項が「ロシア連

邦連邦警備局は、国家保安施設の安全確保および被保安施設の保護によりテロ

対策を行う」ことを、第6項が「ロシア連邦国防省は、その装備している大量

破壊兵器、ロケット兵器および射撃兵器、弾薬および爆発物の保護、軍事施設

の保護を確保する、ならびに我が国の海洋船舶航行、ロシア連邦の飛行空間の

安全確保、反テロ作戦の実施に参加する」ことを、第7項が「ロシア連邦連邦

国境警備庁は、ロシア連邦国境のテロリストたちによる侵犯、ならびに武器、

爆発物、有毒物質、放射性物質および、テロ的性格の犯罪の実行手段として利

用される恐れのあるその他物品のロシア連邦国境の違法な越境搬送の予防、摘

発およびその阻止によりテロ対策を行う、ロシア連邦の領海、排他的経済水域

の範囲内における我が国の海洋船舶航行の安全確保および反テロ活動の実施に

参加する」ことを定めている。

（3）国際協力の必要性

ロシアにおける海賊対策は、上述のように、航海の安全に対する不法行為か

らの海洋航行の保護に関する施策の一環として同保護の連邦システムを構成す

るロシア連邦運輸省、ロシア連邦連邦保安局、ロシア連邦内務省、ロシア連邦

連邦国境警備庁、ロシア連邦国防省、ロシア連邦国家税関委員会、ロシア連邦

外務省、ロシア連邦対外諜報局、ロシア連邦非常事態省によってその勢力およ

び資機材によって単独にまたは連携して行われることになっている。

これら諸機関の中で洋上での実際の海賊事犯への対処を担う海上勢力となる

のはロシア連邦国防省（海軍）とロシア連邦連邦国境警備庁である。しかし、

ロシア連邦国防省（海軍）は、ソ連邦時代を含む過去には、洋上パトロールや

商船の護衛などの具体的な海賊対策を行ったこともあったが、現在は基地から

離れた遠隔地への洋上パトロールや多数の商船の護衛などは考えられないよう

であり、ロシア連邦連邦国境警備庁も、「ロシア連邦の領海、排他的経済水域の

範囲内における我が国の海洋船舶航行の安全確保および反テロ活動の実施に参

加する」というように、領海警備という同庁の本来的任務に制約され、その浩
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動範囲は排他的経済水域までに限定されており、今後すぐにその活動海域が大

幅に拡大されることはないものと思われる5㌔

このように、海賊対策および個々の事件処理のための法令およびこれを実現

する関係省庁の能力および実働勢力の現状、多数のロシア船舶が他国籍となっ

ているという便宜置籍船の問題、東南アジア諸国等、他国の沿岸水域での海賊

行為の頻発、その事件処理における複雑な国際的問題など、ロシアにとっても

海賊対策には国際的な協力が不可欠な状況にある。2001年7月27日プーチン

大統領によって承認された「2020年までのロシア連邦海事ドクトリン」56は、

長期的海事政策課題として、太平洋地域ではこの地域での航海の安全確保、海

賊・麻薬ビジネス・密輸対策および遭難船の捜索救助に関してのアジア太平洋

地域諸国との協力の活発化が挙げられ、インド洋地域ではこの地域でのロシア

船舶の運輸活動および漁業活動の拡大ならびにこれら船舶の海賊からの保護に

関するその他の諸国との共同活動が挙げられている。

※　訂正：ロシア連邦連邦国境警備庁とその改革（その1）および同（その2）に

おいて連邦保安局（⑳CB：◎eJlepaJlhHa5ICJIy）R6a6e30ⅡaCHOCTH）およびその関係

組織の邦訳が不適当で、不統一もありましたので下記のように訂正願います。

海上保安大学校50周年記念論文集

頁 �行 �誤 �正 

43 �下から5行口および8行目 �共和国間安全局 �共和同間保安局 

・′13 �下から2行目および4行目 �ロシア連邦安全省 �ロシア連邦保安省 

‘13 �下から1行目 �ロシア連邦連邦安全局 �ロシア連邦連邦保安局 
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貫 �行 �誤 �正 

lln �下からl行目 �連邦安全局 �連邦保安局 

107 �下から16行円 �連邦安全局 �連邦保安局 

99 �上から5行目ならびに下から8行目、 ＝行目、12行田および13行目 �連邦安全局 �連邦保安局 

93 �下から13行目および17．行目 �連邦安全局 �連邦保安局 

92 �下から2行目 �連邦安全局 �連邦保安局 

91 �下から2行目、：3行口および6行目 �連邦安全局 �連邦保安局 

醐 �上から1行目 �連邦安全法執行 　監察局 �連邦保安話法執行 　監察局 

89 �下から6行目および川行目 �連邦安全局 �連邦保安局 

89 �下から18行目 �ロシア連邦安全省 �ロシア連邦保安省 
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（注）

l CML：CTpeJIO王くp以6aRa B岬T k31IaJIeKa．rIplMeHetlEe OpyXⅡSIⅡp打3aRepmEH

6paKOEbepOB6MOⅡpI13EaHOrrPaBOMepEⅦ止．《B叩BOCTD即．

httD：／ル1．vladnewsJ山Arch／1998／9805／arChive9805．htm1

2Cn4．rIpecc－Pe∬Ⅱ3Ⅰ（rrpeCC－KOtlかpe叫耳EJIEpempa◎nCPoccEJt”ⅥTOrEC皿yXe6fI0－

60eBO鐘Ae刃Te皿t10cm◎nCPocc耶B2000roAy”．httD：／ww．dosve．ru／archiv／fps Ol．htm

：i CM．：H3BeruefIESlMOpeHJIaBaTeJI兄M．BHnyCRN91，ryHHOMO，1兄HBap兄1983r．C．7

1この1982年国境法の採択には、1977年ソ連邦憲法の施行に伴う諸法令の改正必要作、

ソ連邦による国境警備に関係する一連の国際条約への署名、一部の隣接諸国との相互関係に

おける新しい方向性の発現といった客観的要因があり、1982年国境法は1960年国境警備規

程とは原理的な違いを持っているとのことである。1960年国境警備規程は国境警備の手続を

主として法規定していたが、1982年国境法は国境に関連するもっと広範な諸問題を包含して

おり、領土の保全、政治的独立性、主権、一休性の確保の諸問題に関するソ連邦の原則的立

場を表しているとのことである。　Ch（．：3aKOfl Co船3a CoI主eTCKHX CoI岬aⅢICTmeCIくHX

Pecny6JIflKくくIlocy書apCTBeHIIO丘rpaJl叫e CCCP〉〉：noJIETHⅩ0－ⅡpaBOBO益ROh4MetTapII鎮／

H．M．AmC兄E，tI．H．A¢aEaCbe心，r，H．AE坪聞‖圧井p．－M．：BoetI某3AaT，1986．C．4－6．

5C札：rocy几apCTBOEaⅦaeTC兄CrPaE且岬．nO鱒y址em，KOⅧe且TapE立，paJhRC且eElEjI．

BHrIyCIくNQ12，BF6JmOTeⅦaくく　OCCⅡ最cROiira3eTm，｝，1997r．C．34－35．

（；柑98年6月2411付第634号ロシア連邦政府決定によって「ロシア連邦連邦国境警備庁

の機関および軍が装備する特殊器具の一覧表」ならびに「沿国境地域内でのロシア連邦国境

の保護およびロシア連邦連邦国境警備庁組織自身の安全確保に際しての特殊器具の利用規

則」が承認されている。特殊器具としては、ゴム製警棒、手錠、ガス弾、発光音響弾、噴霧

装置、ガス銃、特殊カービン銃、防護楯、防護服、防弾チョッキ等が規定されている。

C址．：httD：／／www．school．edu．ru／defhult．asD？wci＝doc＆bnDl＝law＆d no＝5644

7　当然のことながら、その他のソ連邦軍の武器および兵器を使用する必要性は、国境の区

域によっては敵の侵入を撃退するのに国境軍および防空軍が有する勢力および資機材だけ

では不十分なことがあるためとのことである。CML：RoM止eETap抜放コK CTane36．3axoII

Co抑3a CoBeTCmⅩCo叩aLJHCmeC正江ⅩPecⅢy6JHK《rOCympCr耽EEO最rpaE叩CCCPY・：

rIoJHmXO・ⅡpaROBO最XOⅦ止eETapE盈／H．M．ATaC皿，H．Ⅵ．A由aHaCLeO，rJIAmflEJq）：

M．：BoeI柑3FlaT，1986．C．136．

81973年1月3日付「航空機の不法侵奪（yroE）（ハイジャック）に対する刑事責任につ

いて」のソ連邦最高会議幹部会合および1973年4月17日付ロシア共和国最高会議幹部会令

によって1960年ロシア共和国刑法典にハイジャック犯罪についての個別条文である第

213－2条（航空機の不法侵奪）が新たに導入されるなど、1970年代から始まったハイジャッ

ク事件の多発に対する対策として導入されたものと思われる。ソ連でも1969年に＝牛、1970

年に5作、1973年に5作というように70年代からハイジャック事件が多発していた。

C址．：E）pwecREe aCⅡem，3axBaTHⅡaCCa凱pCⅢⅨCaXOJIeTDBBCCCP；tIep旧0月∴且0

1973roRa，IIeptl0月1973－1989r．r．httD：仙ijacking．紘r．ru／1．htmi；…／2．htmi；…／3．htmi

リ　これは、1973年に導入された1960年ロシア共和国刑法典第213－2条が「航空機の不法

侵奪（ハイジャック）」に対してだけの規定であったのに対して、19％牢ロシア連邦刑法典
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第211条ではこれが「航空機または船舶もしくは鉄道車両の不法侵奪」というように全ての

運輸機関に拡大されており、こうした流れの中のものである。この1960年刑法典第213－2

条の犯非は、1960年押博訴訟法典第126粂により、取調が義務づけられ、その取調管轄は検

察庁の取調官であった。現行19％年刑法典第211条の犯罪も取調が義務づけられ、その取

調管轄は検察庁機関および連邦保安局楼蘭の取調官であった。そして、2001年刑事訴訟法典

でもその取調義務および取調管轄に変更はない。検察庁には、こうした運輸犯罪を担当する

特別な機関として運輸検察庁（TPaHCIIOpTZIa月∵汀pOXypaTyPa）が機能している。

10　ソ連邦時代とは異なるその立法における人権尊重の流れの中で、武器の使用に関する

法令でも、1990年の犯罪の防止および犯罪者の処遇に関する国連第8回会議によって採択さ

れた「法執行官（LawEnforccme11tOfficials）による力および銃器使用の基本原則（OcEOBHtJe

TIpIlH叩rIもI rrP伽eEetIE兄CHJrhI】旺OrfIeCTPeJIZ＞EOrO Opy⊃荘E兄JtOJmOCmⅦ庸HJIHqa加mIIO

rl0几ZIepXiumOTrPaBOⅡOp耶a（1990））」および1979年12月17日付国連総会決議によって

採択された「法執行官の行動規範（fCo只eXCⅡOBeAeEⅡ兄AOmECElmもⅨ叫ⅡOtI叫epXaHHX）

HpaBOrIOp瑚Ⅹa（1979））」の国際的な規定が考慮されているとのことである。CM．：

npm止eHSIeM：OPyヨ氾旺e．EJleHaIⅢeJIROBtlmOBa，BJWpAmotIKtm．くくCoJⅥaTyJIatIH｝・

1997r．N7（34）．httD：／血ⅦW．On止ne．ruノ岳t）ゐouO797／08．rhtml

htt：／／www．hb．mariJle．SunlOlida／men cl／an ami／ravo n．htm

H CM∴：ycTaB BmeIIHe丘cJ7yX6H Boopy3EeⅡZItLrX CEJI PoccII丘cI（0怠⑬eAepa叩

（yTJ3ep町【etIyKa30RtrIpe3町eETaPocctlBcxo負⑳eJIepaq月Ⅷ【OT14nem6pSI1993IY）Aa）

httD：〟ⅣWW．ksttl．edu．ru／militarV／textbookAit／003／003．asp

12　警告なしに武器を使用できるのは、不意の攻撃または武装攻撃、兵器（玩肥鋸は

TeXE打Ra）、運輸設備、航空機、海洋船舶および河川船舶を利用した攻撃を受けた場合、武

器を持ってまたは運輸設備を使用して監視下から逃走する場合ならびに走行中の運輸設備

から、深夜またはその他の視界不良状況で監視下から逃走する場合である。
13　内務省関係では、1991年民警法のほか、1997年2月6日付第27－FZ号ロシア連邦内務

省内務軍法の第V章第25条、第28条および第29条に内務軍の軍人による武器等使用の規

定が、1993年7月21日付第5473－1号自由剥奪刑執行施設機関法の第V章第28条および第

31条に刑執行組織の職員（co叩y賞Em叩ORE0一辺C旺皿Ⅷ0歳cEm仙）による武器

使川の規定が、1995年7月15日付第103－陀号犯罪実行容疑者被疑者勾留法の第43粂およ

び第47条に拘置所職員による武器使用の規定がある。CM．：◎印epa皿Ⅱ放免3弧0HN927・⑬3

0T O6．02．97rl．O BEyTPenHHX BO最cxax MmECTepCTBa BEyTpeEHWX瓜eJI PoccE最cIく0歳

◎eFlepa叩．；3aEOEPoccⅡ丘cRO義◎eAepa叩N95473－IoT21．07．93r．06間em兄ⅩE

OpraEaX．KCl101mⅡ甲Ⅹ　yTOJIOBEHe EaXa3aH甘兄　B　叩e Jme7rESI C血．；

¢eJIepaJnEM羞3aKOIlO COJlepXaI柑ⅡⅡOJICTpaXe丘HOAo3peBaeMもⅨⅡ06BmSIe虻もⅨB

COBepⅡIeH朋ほ「ⅡpeCTymeEE丘oT15EK）JLFI1995roAaNlO3－◎3．

httD：／血WW，SVStema．ruJsearCh／BDoc．asD？Id＝37754；…／BDoc．asD？Id＝17157；

http：／岬
14　司法省組織の検察庁機関の検察官および取調官による戦闘用携帯射撃武器（ピストル、

回転式拳銃）の使用については1995年11月17日付第168－帽号ロシア連邦検察庁法第45

条第3項にその規定があり、民警法（3aⅨαⅡ0叩E）の手続きが適用されることとな

っている。C鳳・：⑬eEepa皿もEhE丘3amE OⅡpOEyPaTyPe PoccⅡ丘cxo丘⑳eEepa叩E OT17

fIO兄6pSI1995r．N168・◎3httD：／／Zlakon．knban．ru／zakonl／z nov31．htm
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裁判所活動の所定秩序確保を任務とする法廷吏による武器の任用については、拍97年7

月21日付第118－FZ号法廷吏法第15条および第18条にその規定がある。

C址．：◎印epa皿Eu鎮3aIく0tIOC叩e6工もⅨnpⅥ℃TaRaXOT21Ⅲ0月賃1997r．N9118－◎3

h批l）：／血糎ruのoc佃ase9血tm

15連邦保安局機関の職員による武器の使用については1995年4月3円付第40－陀号連邦

保安局機関法第14条にその規定があるが、民警職員のために定められた法令、つまり、1991

年民響法等によって規定された場合にその手続きで武器を使用することとなっている。

C軋：⑳eJlePaJ払Ⅱ以痘　3aKOEl”06　0pra耳aX　4糊epa刀もEO鐘　CJTyX6H　6e30打aCEOCrT B

Pocc且怠cIt0負◎印epa叩”oTO3aⅡpe皿江1995ro只aN940－◎3

htt：／／www．fbb．ru／llnder／飴b．ht，nll

川1996年5月27日付第57－FZ号連邦国家警備法第24条および第27条にその規定があ

る。C軋：⑳eJIepa皿EEJ鐘3aKOE0叩apCrBeEfl0歳0Ⅹpa且eOT27Ma只1996rqEIaN57－¢3

httT）：仙els．obninsk．com／CdJSdcJhm／edunJeEis／Gd／15217．htm

17連邦税務警察機関の武器の使用については1993年6月24日付第5238－1号連邦税務警

察機関法第11条第1項第17号にその規定があり、民警法（3aEOII O MI∬kqⅡH）の手続き

が適用されることとなっている。C址．：3axoE O加増epa皿正目止ⅩOpraEaX tIa皿Ott）BO色

Ⅱ0Ⅲ叫mUr24EK）E5I1993rq江aN95238－1httD：〟www．色nD．EOⅥru／winAaw．htm＃

18密輸等の犯罪における武器使用の広がりを示すかのように、税関機関も1996年12月

13日付第150－17号武器法から同法第5条のいわゆる国家的武装組織の一員に加えられてい

る。税関機関〔国家税関委員会（rTRP◎）〕の役職員による武器の使用については1993年

6月18日付第522卜1号ロシア連邦関税法典の第61章第423条および第427条にその規定が

あり、1991年民警法同法第Ⅳ章第12条および第15条とほぼ同じ内容となっている。

C朋：．：TaM03EeHE以滋HOEeI（CPocclI放cRO羞⑳eElepa叩mOT18m）即1993roAaN5221－1

httD：／／www．referent．ru：2005／1／23628；httD：／／dvtu．vladivostokru几aw．htm

川　連邦政府付属国家伝書使局に関してはその指揮職員（間a EalmmyXM岬rO

COCTaBa）に戦闘用携帯射撃武器および刀剣（60e30e pytmOe CTPeJrKOBOe rlⅩOJIO只野Oe

Opy抑圧e）の使用権限があることが規定されており、1994年12月17日付第67－FZ号連邦伝

書吏通信法第m－1章第　日－1条および第1卜4条にその規定がある。C址．：⑳eAepa刀iEⅢ廠

3aROIIO◎eAepaJILtIO丘◎e瑚もerePCXO畠cB兄3込OT17Aetla6p兄1994ro只aN67－⑳3

http：／血娘．ru／docum脆t67．htm

州1991年民瞥法第15条第1項は、民警職員が銃器を使用する権利を有する場合として

次のものを挙げているっ①生命または健康にとって危険な攻撃から市民を守るために、②民

讐職員に対する攻撃を撃退するため（ただし、その生命または鯉康が危険を被っている場合）

および民警職員の武器を奪おうとする試みを阻止するため、③人質を解放するため、④生命、

健康、財産に対する重大な犯罪を実行しているのを見つけられて逃走しようとする者ならび

に武装抵抗する者を逮捕するため、⑤市民の住居、国家機関、団体および社会合同の建物に

対する集団攻撃または武装攻撃を撃退するため、⑥犯罪実行容疑で逮捕された者、中断措置

（MepaⅡPeCetIeIrH兄）として勾留が選択されている者、自由剥奪の刑を受けている者の監視

下からの逃走を阻止するため、ならびにこれらの者の強行解散しようとする試みを阻止する

ため。C肌：3aROⅡPocc甘丘cK0鐘⑳餌印a叩mOT18aⅡpe几汀199lr．NlO26－IMOm叩H

http：／／zakon．kuban．ru／savtJindex．htm

2－武器使用の拡大は、ロシアの犯罪事情を反映するのものである。内務省職員による銃
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器の使用作数は近年減少憤向にあるが、少なからぬ違法な使用もあり、銃器使用の総件数（違

法性用件数内訳）は、1993年が2819件（73件）、1994年が1849件（37件）、1995年が1747

件（20件）、1996年が1062件（12件）、l鍋7年が811件（19件）、1998年が700件（5件）、

19鱒牛が832件（11作）、2000年が614件（12件）とのことである。C札：A町pe丘KaⅡ叫Ⅶ0丑

0ⅠIpaBOBO最　3aⅡ耶　COTPyJIEZuCOB OBn，EpⅢ庄emZm刀匠ⅩTa6cmoe orEeC畔J払EOe

OpyXEe．XypElaJIM3aⅡ岬Ta耳6e30ⅡaCElOCnMN91，2002r．；AH．Ra叩OBrIp覇口はeIIeIlⅡe

OrEeCTPeJrhIIOrt）Opy3KHSHrO3aROEqZlaTeJrhCTByPocc耳丘CRO丘◎eJIepaqmL刀ypHanMrIpaBO

EⅡ0刀ⅥT且Ka什N空12001r．httD：〟ⅥW．nDO－Sm．ruJmag／1024．htnl；

httn：／／ⅥWW．law－and－1）01itics．com血aper，Shtml？a＝12001＆0＝486744

22CM．BHHMAHHE，OPyコRHE！！！2．rIpaBOBHe OCⅡOBaEHSlⅡpⅡMeIIeImSICOTpyFr

HHⅨaMHMHJrUEOrEIeCTPeJrhHOrOOpym．httD：〟FuVd．stavkraⅥru／uchebl／d2．htm

23酔っぱらい運転車両等の停止に民警職員が空に向かって警告射撃を行うなどの事例が

報道されているが、内務省組織の職員による銃器利用の総件数（不法利用件数）は1993年

が12675件（71件）、1994年が12567作（41件）、1995年が12578件（45件）、1996年が9780

作（37件）、1997年が8244件（27件）、1998年が7359件（17件）、1999年が7030件（14

件）、2000年が5008件（15件）とのことである。C址．：0Ⅱpa別080丘3a叩珊C叩yAE耽0ちOB几

rrp皿はeERBⅨTa6e朋OeOrEeCTPeMOeOpy抑e．《3aE岬Ta且6e30EaCEOCTかNl，2002．

21犯人の逮捕や犯罪の阻止と自己防衛を含めた安全の確保およびそのための武器等の利

用と使用との問には複雑で相互に密接な関係があるが、ロシア連邦内務省内務軍法では、そ

の関係が曖昧であり、武器等利用の規定がなく、運輸機関に対する武器等の使用に関して第

28条第e号および第29条第B号は、内務軍の軍人は、「非常事態休制（peXl址1pe3B椚a温EOrO

nOJIOXeEE兄）の状況において、民瞥職員または内務軍軍人の合法的な要求にもかかわらず

運転手が停止を拒否するならば、運輸設備の損壊という方法によってこれを停止させるため

に」武器を使用する権利を有し、このためにその装備される兵器および特殊機械が使用され

ることが規定されている。CMこ．：◎eAepa皿EtJ丘3axoⅡN927－◎30T O6．02．97r．O

BHyTPeEHRXBO怠cKaXMKHECTrttpCTBaBEyTPeEⅡⅡⅩAeJIPoccⅡ丘cIく0宜◎eEepa叩H．〔なお、

非常事態状況での武器の使用に関して2001年5月30日付第3－FKZ号非常事態法第30条は、

「連邦法およびロシア連邦のその他規範法アクトによって定められた肉体的な力、特殊設備、

武器、兵器および特殊機械の使用の手続および条件は、非常事態の状況において変更される

ことはない」ことを定めている。C址．：◎eEepa皿耳u丘RoE叩0Ⅱ古址最3attOHPoccE丘cI（0丘

⑬eEepa叩瓦OT30A（a兄2001roJIaN3・⑳R30qpe3B肌a丘迂OMTIOJIO3KeEm．”Pocc五歳cl〔a兄

ra肥m”3a2甘めⅡ兄200lr．，N堂105（2717）．

h：／／www．r．ru／0丘cia〟docJfederalZakJ3FKshtn〕

25逮捕のための武器の任用そのものについては、ソ連邦時代から明文規定があり、例え

ば、「社会秩序の保全および犯罪対策に関するソビエト民警の基本的な義務および権利につ

いて」の1973年6月8日付ソ連邦最高会議幹部会令（yEa3Hpe3叩aBepxo避EOmCom

CCCPoT8m0m1973r．060CZlOBZmO63Z3aZZJOC職Ⅸ且Ⅱpa騒乱XCOBeTCR0丘叩耳Ⅱ0

0XpaEeO6qecTBeEEOrOrlOp耶XaE60pb6ecⅡpeClyⅡEOCTW）第8条第r号は、例外的な場

合として民警職員には、「その他の方法および手段によってはこれら犯人を逮捕することが

不叶能な場合、武装抵抗を行う者もしくは特に危険な犯罪を実行しているところを発見され

た者、または監視下から逃亡する犯人（女性および未成年者を除く）の逮捕のために武器を

使用する権利が与えられている」ことを規定していた。そのほか、「武装警備職員による法

－29－
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違反者の逮捕と例外的な場合におけるその武器の任用について」の1984年6月19口付ソ連

邦最高会議幹部会令（yRa3rIpe3叩yMaBepxoBEOrOCoBeTaCCCPoT19ⅡJOⅡ兄1984r．0

3aJtepXaflⅡⅥ　ⅡpaBOIIapynmJIe最　pa60TElⅡEaME BOeHE3ⅡpOBaIIE0丘　0ⅩpaHhI　Ⅱ

rrpⅧeFefITmMBECX皿0－相Te皿HHXCJryTIa兄ⅩOpym）第3条および第5条にもそうし

た規定がある。CM．：CBOA3aROt1013ccCP，TO址10，C．235；C．398～398－1．

2（；ChI．yKa3nP3叩aBepxoBHOrOCoBeTaCCCPO6ycIIJIeE耶IOTBeTCrBeEIIIOCT∬3a

XyJⅢraflCTBOOT26IiX）Jr5I1966r．CBOJ13aXOIIOBCCCP，TOMlO，C．490．

27　CA（．：C60pE且KⅡ昭朋OBneEE鐘IheEyHOB BepxoBⅡ昆ⅩCy書OB CCCPⅡPC◎CP

（PoccⅡ負Ct（0丘◎eJtepal叩E）110yrOJIOBⅡ‡血書e皿aM．－M．：◎EPMa“CInPD，1995，C．248．

28　CM．：nop即10Ⅰく　nPmはeHeHII5I OPyXm月【＋］旺　60eBOfi TeXH耽HITpⅦ　3aⅡ岬Te

rocyJlapCTBeHHO童　rpaIIHIILI PoccII益cItOfi　⑳eAepal叩H　（ym．rIOCTaIIOBJIeflⅡeAq

TIpaBHTenmaP◎0　8兄EBap兄1998r．N20）

httT）：／／www．schooLedu．ru／defaulLasl）？wci＝doc＆tmT）1＝law＆d no＝5479

21－　CM．：rIop耶OIC rrPⅧeHeHRfI OpyXII兄　E　60eBO丘　TeXEEmIIPII　3aⅡpTe

rY）CyJIapCTBeHHO蕗　rpaH叫LI PoccI王ficRO怠　◎eZlepaI叩14　（yTB．nOCTaIIOBJIeI川eM

fIpaBHTeJmaP◎oT8兄EBap5I1998T．N20）

httT）：／／www．school．edu．ru／default．ast）？wci＝doc＆tmDl＝law＆d no＝5642＃1000

：川　CM．：nop印IOIt　Ⅱp罰口はeHeHIは　OPy7KE5I H OeBO丘　TeXHIIHE rIp∬　3aⅡ叩Te

rocynapcTBefTlIO丘　rpaRH叩　PoccII丘cI（Oii　⑳eAepartm BI10PrBOJPIO丘　cpeAe（yTB．

ⅡOCmFOBJIeEE蝕rIpaBF陀JmP◎oT29Ⅱ0兄6p5I1999r．N1310）

ht，tt）：／／www．rfr．ru／OBcial／doch）OStan rqDrilin．htm

：日　CMl：nop瑚0封：IIpEnIeIIeEⅡ兄Opy3RⅡ兄BOeEEbMltOpa6JmH耳JIeTaTeJTbfrLJMⅡ

arlrlapaTaMH⑬eAepa刀bHO丘rIOrpaIIHt王EO最cmy3K6tJPoccIⅠ鎮cRO董i⑳eEepa叩HIlplIOXpaIIe

∬CXJ【カⅦeJILE0盈　aI【OrlOmeCRO鐘　30EE【】旺　KOETme甘TaJ払EOrt）ⅠⅡentヰa PoccE鐘CI【0最

⑳eJlepa叩H（yTB．710CTaEORTIeE甘蝕rIpaBETemaP⑳oT140XTE6p兄1996r．N1208）（c

E3MeIIeEE兄MOT9ceHT兄6p5I1999T．）

http：／坤no＝5585
32　この特別規則がどのようなものかは分からないが、内容の手がかりになる規則として、

1999年10月2日付ロシア連邦政府決定によって承認された「ロシア連邦の領海、内水、海

軍基地、軍艦定係地および海港における外国の軍艦および被商業目的で運用されるその他の

公船の航行および輔在の規則」がある。CM．HopMaT班BHLIe只OXyMeHmIl：paBETeJrbCT73aP⑳．

ht

：”C軋：CoBpeMeHjH濾eHaCJTeJTEmKamTaEaかMTa．Boph6acl工区paTCn伽LRa班Ope

BLIrJISUHT6ecrTepCrleETmEO軋CepI℃鎮npoIくOd）beB．｛（He3aBⅡCⅡMOeBOeHEOeO603peI柑e〉〉

OT21．01．2000．httT）：／／nvo．ng．ru／navv／2000・01・21／7herits．htm1

34CM・：Ha叩OEaJme OC血EEOm CyJtOXOZICm．“3ROJZO址ECT，＃1（28）缶eBPa皿

’2001・bt仙曲p
35異を唱えているのは利害が対立する財務省、経済発展商業省、税務省、中央銀行、国

家税関委員会、年金基金といった金融財務関係省庁である。CM∴：鮎缶opMa叩兄OCTa邪見Ⅹ

pa3pa60m耳COrJIaCOBaEESI3aKOEOnaTe皿EもⅨヨこ二EOp斑aTEBEHXⅡpa舶BHX amB．

21・06・2001・址叫血ans血tm；Po∝E五cme C叩a

EO几Ⅹ【ILI伽eⅡm3apy6exELrB◎JIar．Ⅱa OTetZeCTBeEIIbrB．《TⅡⅩ00ReaHCXⅡ最BeCTTIII紗
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10（61），16胡：aSI2002r．httD：伽ww．nl）aCifiC．ruhlD／nzeb／2002／1／加1061032002．htm

：川CM．：CBもⅠⅢe6．000poccF丘cKEⅩ6e3Pa60THtJXTpyJtOyCTpOmCも3apy6exoM．A698

racTap6a鐘TepOB－BOO6ⅡleE耽Or7IaElepa60mJrR血相pe丘MocKaJIeEKO《izIOCTPaZIe岬N9

0で20．03．2001．

httD：／／www．inostranets．ru／cd－bin血はterialS．C由nd＝195＆chaD r＝19

37　CM．：fIpoBepRE Ha M：OpCREX属OpOraX．3JTe叩0ⅡEa5I ra3eTa”BJIaRmOCTOXM oT

30．01．2000，BhlTTyCI（＃920．httt）：／／d．vladnews．ru／Arch／2001／0101／92030nife／life04．HTM

3汚参照：朝胴新聞、1993年7月9口

‥丹　C封【．二　BoeJlEaSl AO叩旺Ea PoccE五cm丘　◎eEepa叩（yTBep和etIa y量【a30X

npe3EAeETaPoccl‡励cIt0歳◎eAepartHEOT21aTrPeJISI2000T．N9706）．

httD：／hww．scrf．goⅥru／Documents／Decree／2000／706－1．htmi

jO参照：毎日新聞、2002年5月2日

1．C址．：KOPCAPHXXIBERA“OrOH宜払nem6ph2001，N951（4726）

http：／坤43html
42　CM．：Poccl拍cKO－ⅥHⅢ蕗cIくⅡe BOeHHOlはOpCme CB513ⅠⅠⅧeIOT my60ⅨHeIくOpHH，

yxo脚eB50一皿eTmOEIHCTOp椚0．Asiatimes．ru．20．02，2001．

httD：／／asiatimeS．narOd．ru／news2001／10093／05．htm

13　CM．：⑳enepaLJrhHbl魚　3aROfI P◎　oT O6．03．2001N　22－⑳3　MO paTE◎耶allHH

XOEBetT叩Ⅲ060ph6e cHe3aROI相もn皿aXTa丸い圧，EaTIpaLBJIeBtlもMEⅢpOTEB6e30ⅡaCIIOCTR

MOpCZ（OrOCyJtOXORma，FrTpOTOZ（0皿aO60pも6ec】汗e3aEOEEZJMaZEW，ZZaⅡpMeEZfも独唱

ⅡpOTHB6e30ⅡaCEOCmCTa岬0EaptIHX11naT缶op叫paCll0nO】Ⅰ肥mtJXBaROETEEetlTaJIh且0X

meJT沌eM．04）fI叩aJIbEもIeIly6Jrm叩fl：くくPoccE丘C壬a兄ra3eTa”，2001，NO49．

http：〟www．akdi．ru／gdノt）rOekt／085806GD．SHTM

”　C札：rIoJIOXeElFe O如epa皿FO最CECT餌e3aⅡ騨md］はOpCXOrt）Cy刀0Ⅹ明Cm OT

He3aKOElfrtJXamB，EaⅡpaBmeE7IEⅨⅡpOⅥ柑　e30ⅡaCEOm】はOpe皿几aMⅡSl（yTrBep町eEO

rIOCTaHORTIeE相eMnpaBHTeJrmaP¢OTllarrpem12000r．N324）．“neJIOBO丘rIe珊p6yprD

httD：／／dD．ru／article Drn．DhT）3？id article＝27928

J5　C班．：rIoEOXeE甘e O M班引旺CTepCTBe TPaECⅡOpm Pocc曲cxo最　◎eJlepa岬

（叩ep⊃昭eEOt10mOBneEEe班rIpaBmJmaP◎oT30JteXa6pSI2000r．N91038）

httD：／／www．mintrans．ru／pressa／PoM．htm

…　この機関の旧称は、「海運防火武装警備業務」連邦国家機関（◎epこepa刀もEOe

rocy苫apCmeEflOeyTpe⊃町eEEeMCnyx6aⅡ0Ⅹaptl0癖6e30ⅡaCEmEBOeⅡⅡ叩BaEEO最

0ⅩpaHもIHa血10pCKO址TPaLECrIOpTeM）であった。この組織の前身は、各省庁の庁舎等重要施設

の部内的な武装警備および防火監督を主たる任務として活動していた各省庁の部内

（BeJIOMCTBeHEa51）武装警備隊（BOXP：BOeE逝3EpOBaEEa兄0ⅩPaEa）の一つであったソ連

邦海運省部内武装警備隊（BOeEⅡ3EpOllaBEla兄0ⅩpaEaM血mpcTBa」虻OpCEOIY）如m）で

あり、旧1984年行政反則法典第206条（海運機関）に基づき防火、危険物輸送規則等の違

反に事件に関して行政反則手続権限を有していた。現行組織も現行2001年行政反則法典第

23．38（海運機関）〕に基づき同様の権限を有しており、関係法令として1999年4月14日付

第77－FZ号部内曹備法（◎餌epa刀も月tJ丘3mⅡ03唄0ⅡCr紀Em丘0Ⅹpa郎）および却01年10

月11日付ロシア連邦政府決定によって承認されたロシア連邦運輸省部会警備隊規定

（noJIOXerlHe O Be刀こOhqmeflfFO怠　0ⅩpaEe M血相C職pma TPaElCIIOpTa Pocc嘘cKO義
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海保大研究報告　第47巻　第2号－26

⑳eAepa叩）がある。C軋：Hpo6me皿Ⅱ0XapEO怠6e30EaCEOm．“Mopcxo点心JIOWC．25・27．

月eKa6pも1989r．；httD：／／www．mintrans．ru／DreSSa／Novostv Oll1304・htm；

叫tp：／／www坤TM
叫伽：〟嘩219htm
17Cx．：06兄3aTe刀正正目濾eⅡOCmEOBⅡeRESI址OpCEEⅩⅡOpTOB．httD：／fwww．russianDOrtS．ruJ

48CA（．＝ROPCAPhIXXIBERA．《OrOI遁恥nem6pb2001，沌51（4726）

…Cht．：npoem・⑳eJIepaJrE＞EOIY）3aROEaOMOpCXRXⅡOpTaXPocc五五cRO負¢eRepa卿．

httD：／わn血e．ruSSiaJltranSDO鵬．co血S／docum扉dsDhakon DOrt．html

http：／／www．mh血anS．ru／p血Kdl％20001129More．btm

50Cht．：◎eAepaJBEu負3altOEOT25EE）Jm1998r．N130・◎3nO60pL6ecTeppOp立3MO被n

http：／／臨b．ru／under几error．html

Sl C肌：ymTIO8ⅡOeⅡpaBO Poec茸Ⅱ．Oco6eEEa3IqaCTE，：ytIe6甘EK／008．Pe几nOmp

mp叫椚eCXHXEaylC，ⅡpO¢ecc叩B．B．3pDaBOHEJC皿OB．－M．：Ⅱ）pEm，1996．C．273－274．

52「ロシア連邦の国際条約」とは、国際法によって規制されるロシア連邦によって外国

（または複数の外国）と書面で締結された国際的な取り決めであり、こうした取り決めが】川一

つの文書またはお互いに関係する幾つかの文書に含まれているのかにはかかわらないなら

びにその具体的な名称にはかかわらないものである（1995年7月15日付第101－FZ号ロシア

連邦国際条約法第2粂第a号）。C班．：⑳eJlepaJIZ，Elu羞3aROHOMe叩apO脚HXJIOrOBOPaX

P◎httT）：／／websites．Dfu．edu．ru几DO／蝕C／juriskhrest／ht・agree．htm1

53海賊行為は、本文説明のように国際条約の規定に基づき、公海その他いずれの国の管

轄権にも属さない場所において行われた海賊行為に限られ、ロシア連邦領海内での行為も、

公然奪取または強奪その他の犯罪によって処罰されるとされている。C班．Xo加口はeETapII負X

cTaTもe227yXP（∋：httl）：〟nad2：Or．VVSu．rukriminalJshowuk．asp？id＝227；

http：／／rus・COde．virtualave．net／comm／uk．htn止；

httD：〟www．hbrarⅥbv／data／004／004血dex．htm

54　Cn4．：IlepeqeEも缶e只epaJhfIHXOpraEOB二ECrrOJmJrbfIO丘BJIaCT耳，ytlaCTByK）叩ⅩB

npepte∬aXCBOe最tcohmeTeE叩BⅡp印yⅡpe耶eEm，弘はBJIetIⅥⅥ1覆ⅡpeCetIeI柑且TeppOpRC・

T圧電eCKO丘JteSrre皿五m（yTrBep町eEⅡOCmJ10meEEeXITpamP⑳oT22Ⅱ幻ESI

1999r．N660）bttp：伽．rg．r扉0丘dd／dochos厄皿畑90．htm

5520∩2年日月19日国境警備庁の責任エリア外となるロシア排他的経済水域外のウラジ

オストック南東約400マイルの公海において船の所有権争いが原因であったロシア人乗組の

カンボジア国籍ロシア便宜置籍船「Rop4り号によるロシアトロール船「T卿」号に対す

る海賊騒ぎが超きたが、この際には国境警備庁のアントーノ7－26航空機および警備艦艇2

隻ならびに太平洋艦隊の軍艦2隻（モスクワからの直接の指令によりこの内の1隻はインド

建国50周年記念国際観艦式（友情の橋）に参加した大型対潜フリーゲート艦「加pa乃

naETe刀eeBJ号（6，700トン）で、国境警備庁立入検査班が同乗）が出勤した。CxL：m叩aT昆

ⅩⅩI BeⅨa・httD：／／viD，lenta．ml瓜llktorv佗002／11／20／tulun差tiECTO PyCCREe pa360PRE B

5IⅡ0ECI（0加日はOpe・http：〟心血icts・praVda．ru／蝕岬

56　C軋：MopcRaSI属OETPE五a PoccE危cI（0云◎eAepa叩R fIa TleplIO4710　2020roAa

（yTrBep耶a船npe3耶eETPo∝耳丘cEO最⑳eJtePa叩B．Ilym27EmJLF2001r．rIp－1387）

httD：／fwww．scrLeovrunhumentSFDecree／2001／27－07血tmi
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